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別紙

第１ 審査会の結論

平成２５年６月１７日付けの「平成２０年度から平成２４年度までの非公表とし

た懲戒処分関係文書（懲戒処分の過程が分かる文書を含む。）」についての開示請求

（以下「本件請求」という。）に対して、平成２５年７月３１日付けで宮崎県教育委

員会（以下「実施機関」という。）が行った公文書の部分開示決定（以下「本件決定」

という。）は妥当である。

第２ 異議申立ての内容

１ 異議申立ての趣旨

「処分を取り消すとの決定を求める」との主張を行っている。

２ 異議申立ての理由

異議申立人が異議申立書において述べている異議申立ての理由は、おおむね次の

ように要約される。

(1) 異議申立てに係る処分は憲法違反・人権侵害・違法・不当である。
(2) ９９パーセント黒塗りを出すとは時代錯誤も甚だしい官尊民卑である。
(3) 公務員執行中の公務員に匿名はない。参与員は教育次長をはじめ全員名前を公
表すべきである。

(4) 学校が作った嘆願書のテンプレートができており本人家族に署名捺印を書くよ
うに強制しているように見え、重大な人権侵害である。

(5) 和歌山県教育委員会では戒告まで含め原則学校名や氏名を公表し、セクハラで
も地域及び年齢を出している。それでも異論や不都合の声は無い。

３ 部分開示決定に係る理由説明書に対する意見の要旨

実施機関による部分開示決定理由説明書に対する意見として、異議申立人が主張

している内容は、おおむね次のように要約される。

(1) 条例を盾に取り憲法の国民の知る権利（人権）を侵害している。
(2) 被害者から宮崎県は裁判を受ける権利（人権）を侵害しているとともに、県庁
職員を刑事裁判にかけず身内の卑劣な犯罪を隠微している。

(3) 公務執行中の公務員、公務に準ずる職員の公務に原則としてプライベートはな
く公費で集めた情報は県民に原則開示すべきである。

(4) 学校で暴行傷害の犯罪の事実があれば捜査機関に通報するのは公務員の義務で
あり、実施機関の担当職員は法令遵守違反である。

(5) 京都府情報公開審査会では体罰は公務執行の過程で発生していることから公開
すべきだと答申を出している。

(6) 公立高校での体罰は公務員の職務上の不法行為であり、プライバシーには当た
らないとし、被害生徒と家族を除いて、事件の内容、教師、学校名、事件への対

応を全て公開せよとした大阪高裁判決もある。

第３ 異議申立てに対する実施機関の説明
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実施機関が、理由説明書において述べている内容は、次のとおりである。

１ 不開示とした部分

(1) 会議録に記載されている委員及び事務局の発言内容や発言した委員の姓・職名
(2) 会議資料中の処分対象となった事実及び処分量定の考え方の一部
(3) 懲戒処分決定までの文書である処分案、職員事故報告書及び事実申立書等の
一部

２ 不開示とした理由

(1) 宮崎県情報公開条例（以下「条例」という。）第７条第２号該当性について
会議録、処分案、職員事故報告書及び事実申立書等に記載されている被処分者

等に関する情報は、個人に関する情報であって、特定の個人を識別することがで

きるもの又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、な

お個人の権利利益を害するおそれがあるものであるため。

(2) 条例第７条第６号該当性について
会議録に記載されている委員及び事務局の発言内容や発言した委員の姓・職名

は、内部における審議、検討又は協議に関する情報であって、公にすることによ

り会議での率直な意見の交換が損なわれるものであるため。

(3) 条例第７条第 7号該当性について
会議録、処分案、職員事故報告書及び事実申立書等に記載されている処分案等

の情報は、実施機関が行う人事管理に係る事務に関する情報であり、公にするこ

とにより、その公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすと認められるものであ

るため。

(4) 異議申立ての理由について
異議申立人は、公文書部分開示決定の取消しを求め、異議申立てに係る処分は、

憲法違反、人権侵害等であり、９９％黒塗りを出すとは時代錯誤も甚だしい官尊

民卑である旨主張する。

しかしながら、会議録、処分案、職員事故報告書及び事実申立書等に記載され

ている被処分者等に関する情報については、第３の２(1)、(3)記載のとおり条例
第７条第２号及び同第７号に該当する。

また、会議録に記載されている委員及び事務局の発言内容や発言した委員の姓

・職名は、条例第７条第６号の不開示情報に該当するものである。

第４ 審査の経過

当審査会は、本件異議申立てについて、以下のように審査を行った。

年 月 日 審 議 の 経 過

平成２５年９月６日 諮問を受けた。

平成２５年１０月１１日 実施機関から本件決定に係る「理由説明書」を受

け取った。
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平成２５年１０月２１日 異議申立人から「理由説明書」に対する意見書の

提出を受けた。

平成２５年１２月１１日 諮問の審議を行った。

平成２６年２月１３日 諮問の審議を行った。

第５ 審査会の判断理由

１ 審査内容等について

異議申立人は、本件決定の取消しを求めており、実施機関は、部分開示決定の理

由について、条例第７条第２号、同条第６号及び同条第７号に該当すると主張して

いるので、インカメラ審理（実施機関の行った部分開示決定について迅速かつ的確

に判断するために、審査会の委員が部分開示決定に係る公文書を実際に見分して審

査を行うこと）により、不開示情報の該当性について検討を行うこととした。

２ 対象公文書について

異議申立てに係る対象公文書は、平成２０年度から平成２４年度までの非公表事

案となった、教育庁職員の懲戒処分について決定した文書（教育委員会の議事録等

を含む。）で、平成２０年度２件、平成２３年度１件及び平成２４年度１件の合計４

件の事案に関連する文書である。その内容は、別表１の本件対象公文書１から６４

のとおりである。

３ 条例の趣旨について

(1) 条例第３条
条例第３条は、「実施機関は、公文書の開示を請求する権利が十分に保障される

ようこの条例を解釈し、及び運用するものとする。この場合において、実施機関

は、個人に関する情報がみだりに公にされることのないよう最大限の配慮をしな

ければならない。」と規定し、条例の解釈及び運用を行うに当たっての基本的な考

え方を定めている。

(2) 条例第７条第２号
ア 本号は、条例第３条後段で「実施機関は、個人に関する情報がみだりに公に

されることのないよう最大限の配慮をしなければならない。」とされていること

を受けて、基本的人権を尊重し、個人の尊厳を守る立場から、個人のプライバ

シーを最大限保護するため、個人に関する情報は不開示とすることを定めたも

のである。

イ 個人のプライバシー概念は抽象的であり、その具体的な内容は法的にも社会

通念上も必ずしも明確ではなく、その範囲も個人によって異なり類型化するこ

とは困難であることから、本号では個人に関する情報を、特定の個人が識別さ
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れ又は識別され得る情報（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別

することができることとなるものを含む。）及び個人識別性がない場合でもな

お個人の正当な利益を害するおそれのある情報とし、不開示にすることを定め

たものである。（個人識別型）

ウ 本号本文の「特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、

なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの」とは、記載されている情報か

ら特定の個人を識別させる情報がない情報、又は特定の個人を識別させる情報

が含まれている場合の当該情報を除いた残りの情報であって、特定の個人を識

別することはできないが、公にすることにより、財産権その他の当該個人の権

利利益を害するおそれがあるものとしている。

エ しかし、特定の個人が識別され、又は識別され得る情報であっても、一般的

に当該個人の利益保護の観点から不開示とする必要のないもの及び保護利益を

考慮しても開示する必要性の認められるものを、例外的に不開示情報から除き、

本号ただし書に規定している。

オ 本号ただし書では、「ア 法令等の規定により又は慣行として公にされ、又は

公にすることが予定されている情報・・・ウ 当該個人が公務員等・・・である

場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報

のうち当該公務員等の職及び氏名並びに当該職務遂行の内容に係る部分」につ

いては、本号本文に規定する個人に関する情報から除くことを規定している。

(3) 条例第７条第６号
本号は、「審議、検討又は協議に関する情報であって、公にすることにより、率

直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれると認められるもの」

等を不開示とすることを定めたものである。行政における内部的な審議、検討又

は協議の際の自由な意見交換や公正な意思形成が妨げられ、歪められたり、特定

の者に利益や不利益をもたらすことなく、適正な意思形成が確保される必要から

定められたものである。

(4) 条例第７条第７号
ア 本号は、県の機関等が行う事務又は事業に関する情報であって、公にするこ

とにより、当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な執行に支障

を及ぼすと認められるような情報は、不開示とすることを定めたものである。

イ これは、事務又は事業の性質に着目し、行政が行う事務又は事業の適正な執

行を確保するため、事務又は事業を類型化して、それぞれ不開示とする要件を

定めたものであり、同種のものが反復されるような性質の事務又は事業であっ

て、ある個別の事務又は事業に関する情報を開示すると将来の同種の事務又は

事業の適正な執行に支障を及ぼすと認められる場合も含まれる。

ウ 本号エでは、「人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支

障を及ぼすと認められるもの」を不開示として規定している。

４ 判断

当審査会は、本件対象公文書の開示の可否について、別表１の「審査会の判断」
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のとおり判断した。以下にその理由を述べる。

(1) 本件対象公文書１、１７、３２及び５３について
ア 本件対象公文書は、各年度毎の教育委員会の会議録であり、発言した委員の

姓・職名のほか、被処分者の氏名（ただし、対象公文書１及び１７を除く。）・

学校名（ただし、対象公文書１、３２及び５３を除く。）・勤務状況、非違行為

の事実に関する部分、懲戒処分の量定の判断に伴う意見、質疑応答に関する内

容等が記載されている。

イ 本件対象公文書には、被処分者氏名等の特定の個人を識別できる情報及び非

違行為の内容、被害児童・生徒の状況等特定の個人を識別することはできない

が、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがある情報が含

まれていることから条例第７条第２号本文に該当する。

なお、被処分者氏名等の特定の個人を識別できる情報は、公になっている事

実が認められないことから本号ただし書アに該当せず、当該非違行為が公務員

の職務遂行に係る情報であるとは認められないことから、同号ただし書ウにも

該当しない。

ウ また、懲戒処分の量定の判断等人事管理に関する情報が含まれていることか

ら、条例第７条第７号エに該当する。

エ そして、このような会議録を公開することで、率直な意見交換や意思決定の

中立性が不当に損なわれると認められることから、記者発表等で公になってい

る部分及び議事進行に係る部分以外は、条例第７条第６号に該当する。

よって、不開示とした部分は、イからエのとおり不開示が妥当である。

(2) 本件対象公文書３、１９、３４及び５５について
ア 本件対象公文書は、各年度毎の教育委員会の会議資料であり、被処分者の氏

名、所属名、処分対象となった事実概要等が記載されている。

イ 本件対象公文書には、被処分者の氏名等の特定の個人を識別できる情報及び

非違行為の内容等特定の個人を識別することはできないが、公にすることによ

り、なお個人の権利利益を害するおそれがある情報が含まれていることから、

条例第７条第２号本文に該当し、本号ただし書のいずれにも該当しない。

ウ また、処分量定の考え方等人事管理に関する情報が含まれていることから、

条例第７条第７号エに該当する（ただし、対象公文書１９、３４及び５５を除

く。）。

よって、不開示とした部分は、イ及びウのとおり不開示が妥当である。

(3) 本件対象公文書５、１６、２０、２４、２５、２６、３１、３５、３９、４０、
４１、４６、４７、４８、５１、５２、５７及び６４について

本件対象公文書は、各年度毎の職員の懲戒処分に係る通知文、事故報告に係る

進達文書、報告書、内申書であり、被処分者の氏名等の特定の個人を識別できる

情報又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個

人の権利利益を害するおそれがある情報が含まれていることから、条例第７条第

２号本文に該当し、本号ただし書のいずれにも該当しない。

よって、不開示とした部分は、不開示が妥当である。
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(4) 本件対象公文書６、２１、３６、４９及び５８について
本件対象公文書は、各年度毎の被処分者に対して交付された懲戒処分に係る辞

令であり、被処分者氏名等が記載されていることから、条例第７条第２号本文に

該当し、本号ただし書のいずれにも該当しない。

よって、不開示とした部分は不開示が妥当である。

(5) 本件対象公文書７、２２、３７、５０及び５９について
ア 本件対象公文書は、各年度毎の辞令とともに被処分者に交付された処分事由

説明書であり、被処分者氏名、処分事由等が記載されている。

イ 本件対象公文書には、被処分者の氏名等の特定の個人を識別できる情報及び

非違行為の内容等特定の個人を識別することはできないが、公にすることによ

り、なお個人の権利利益を害するおそれがある情報が含まれていることから、

条例第７条第２号本文に該当し、本号ただし書のいずれにも該当しない。

よって、不開示とした部分は不開示が妥当である。

(6) 本件対象公文書８、２３、３８及び６０について
ア 本件対象公文書は、各年度毎の処分予定者の処分を検討するための資料であ

り、処分予定者の状況、関係生徒の情報、学校情報、事案の概要、処分の考え

方等が記載されている。

イ 本件対象公文書には、教諭の氏名等の特定の個人を識別できる情報及び非違

行為の内容、被害児童・生徒の状況等特定の個人を識別することはできないが、

公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがある情報が含まれ

ていることから、条例第７条第２号本文に該当し、本号ただし書のいずれにも

該当しない。

ウ また、処分の考え方等人事管理に関する情報が含まれていることから、条例

第７条第７号エに該当する。

よって、不開示とした部分は、イ及びウのとおり不開示が妥当である。

(7) 本件対象公文書９、２７、４２及び６１について
ア 本件対象公文書は、各年度毎の職員の事故報告書であり、職員名、学校名、

詳細な非違行為の内容、今後の措置、その他参考事項等が記載されている。

イ 本件対象公文書には、教諭の氏名等の特定の個人を識別できる情報及び非違

行為の内容、被害児童・生徒の状況等特定の個人を識別することはできないが、

公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがある情報が含まれ

ていることから、条例第７条第２号本文に該当し、本号ただし書のいずれにも

該当しない。

よって、不開示とした部分は、不開示が妥当である。

(8) 本件対象公文書１０、１１、２８，２９、４３及び６２について
ア 本件対象公文書は、各年度毎の非違行為を行った職員又は被害に遭った児童

・生徒若しくはその家族からの事実申立書、申立書、嘆願書である。

イ 本件対象公文書には、職員と児童・生徒とのこれまでの関係又は関係者の心

情等が詳細に記載されており、関係者の氏名等の特定の個人を識別できるもの

及び非違行為の内容、関係者の心情等特定の個人を識別することはできないが、



- 7 -

公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがある情報が含まれ

ていることから、条例第７条第２号本文に該当し、本号ただし書のいずれにも

該当しない。

よって、不開示とした部分は不開示が妥当である。

(9) 本件対象公文書１２、１３、１４、１５、３０、４４、４５及び６３
ア 本件対象公文書は、各年度毎の職員の非違行為に対する事実の確認、当時の

状況等を整理するために作成された文書である。

イ 本件対象公文書には、関係者の氏名等の特定の個人を識別できるもの及び非

違行為の内容、関係者の心情等特定の個人を識別することはできないが、公に

することにより、なお個人の権利利益を害するおそれがある情報が含まれてい

ることから、条例第７条第２号本文に該当し、本号ただし書のいずれにも該当

しない。

よって、不開示とした部分は不開示が妥当である。

(10) 異議申立人のその他の主張について
異議申立人は、本件決定を憲法違反、人権侵害等主張しているが、これらのこ

とは、当審査会で判断し得るところではない。

よって、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。
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（別表１）

年度 本件対象公文書 内容 審査会の判断

Ｈ 24 １ 平成 24年度 第１１回教育委員会の会議録 非違行為の内容、被害生徒の状況等特定の個人

第 11回教育委 であり、発言した委員の姓・職を識別することはできないが、公にすることによ

員会 会議録 名のほか、被処分者の勤務状況、り、なお個人の権利利益を害するおそれがある情

非違行為の事実に関する部分、報が含まれていることから条例第７条第２号本文

懲戒処分の量定の判断に伴う意に該当する。

見、質疑応答に関する部分等が なお、当該情報は、公になっている事実が認め

記載されている。 られないことから本号ただし書アに該当せず、公

務員の職務遂行に係る情報であるとは認められな

いことから、同号ただし書ウにも該当しない。

また、懲戒処分の量定の判断等人事管理に関す

る情報が含まれていることから、条例第７条第７

号エに該当する。

そして、このような会議録を公開することで、

率直な意見交換や意思決定の中立性が不当に損な

われると認められることから、記者発表等で公に

なっている部分及び議事進行に係る部分以外は、

条例第７条第６号に該当する。よって、以上の箇

所は不開示が妥当。

２ 会議出席者 第１１回教育委員会の開催期全部開示

日・時刻、出席委員の氏名、参

与員の職名等が記載されてい

る。

３ 議題第 45号 第１１回教育委員会の会議資 被処分者の氏名等の特定の個人を識別できる情

教職員の懲戒 料であり、被処分者の氏名、所報及び非違行為の内容等特定の個人を識別するこ

処分について 属名、職名、処分案、処分対象とはできないが、公にすることにより、なお個人

となった事実概要等が記載されの権利利益を害するおそれがある情報が含まれて

ている。 いることから、条例第７条第２号本文に該当し、

本号ただし書のいずれにも該当しない。

また、処分量定の考え方等人事管理に関する情

報が含まれていることから、条例第７条第７号エ

に該当し、以上の箇所は不開示が妥当。

４ 記者発表事項 教職員の懲戒処分に関する記全部開示

者発表事項が記載されている。
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５ 職員の懲戒処 実施機関から学校宛の通知文 被処分者の氏名等の特定の個人を識別できる情

分について であり、被処分者の氏名、学校報が含まれていることから、条例第７条第２号本

(通知) 名等が記載されている。 文に該当し、本号ただし書のいずれにも該当しな

い。よって当該箇所は不開示が妥当。

６ 辞令（案） 被処分者に対して交付された 被処分者の氏名等の特定の個人を識別できる情

懲戒処分に係る辞令であり、被報が含まれていることから、条例第７条第２号本

処分者氏名、懲戒処分の内容等文に該当し、本号ただし書のいずれにも該当しな

が記載されている。 い。よって当該箇所は不開示が妥当。

７ 処分事由説明書 被処分者に交付された処分事 被処分者の氏名等の特定の個人を識別できる情

由説明書であり、被処分者氏名、報及び非違行為の内容等特定の個人を識別するこ

処分事由等が記載されている。とはできないが、公にすることにより、なお個人

の権利利益を害するおそれがある情報が含まれて

いることから、条例第７条第２号本文に該当し、

本号ただし書のいずれにも該当しない。よって当

該箇所は不開示が妥当。

８ 生徒への不適切 処分予定者の処分を検討する 講師の氏名等の特定の個人を識別できる情報及

な指導等に係るための資料であり、処分予定者び非違行為の内容、講師と関係生徒等との関係等

処分（案） の状況、関係生徒の情報、学校特定の個人を識別することはできないが、公にす

情報、事案の概要、処分の考えることにより、なお個人の権利利益を害するおそ

方等が記載されている。 れがある情報が含まれていることから、条例第７

条第２号本文に該当し、本号ただし書のいずれに

も該当しない。

また、処分の考え方等人事管理に関する情報が

含まれていることから、条例第７条第７号エに該

当し、以上の箇所は不開示が妥当。

９ 職員事故報告書 学校から実施機関宛の事故報 講師の氏名等の特定の個人を識別できる情報及

告書であり、職員の職・氏名、び非違行為の内容、被害生徒の状況等特定の個人

主な担当業務、事故の概要、今を識別することはできないが、公にすることによ

後の処置、その他参考事項等がり、なお個人の権利利益を害するおそれがある情

記載されている。 報が含まれていることから、条例第７条第２号本

文に該当し、本号ただし書のいずれにも該当しな

い。よって、当該箇所は不開示が妥当。。

１０ 事実申立書 講師及び生徒が自署した事実 関係者の氏名等の特定の個人を識別できるもの

（２通） の申立てであり、事案の詳細な及び非違行為の内容、関係者の心情等特定の個人
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内容等が記載されている。 を識別することはできないが、公にすることによ

り、なお個人の権利利益を害するおそれがある情

報が含まれていることから、条例第７条第２号本

文に該当し、本号ただし書のいずれにも該当しな

い。よって、当該箇所は不開示が妥当。

１１ 申立書 生徒及び保護者が自署した申 生徒や保護者の氏名等の特定の個人を識別でき

立書であり、非違行為に対するる情報及び関係者の心情等特定の個人を識別する

公表等についての希望が記載さことはできないが、公にすることにより、なお個

れている。 人の権利利益を害するおそれがある情報が含まれ

ていることから、条例第７条第２号本文に該当し、

本号ただし書のいずれにも該当しない。よって、

当該箇所は不開示が妥当。

１２ 職員事故報告 詳細な事故の内容及び経緯等 関係者の氏名等の特定の個人を識別できるもの

資料 が記載されている。 及び非違行為の内容、関係者の心情等特定の個人

を識別することはできないが、公にすることによ

り、なお個人の権利利益を害するおそれがある情

報が含まれていることから、条例第７条第２号本

文に該当し、本号ただし書のいずれにも該当しな

い。よって、当該箇所は不開示が妥当。

１３ 目撃証言の現 関係生徒の証言をもとに現場 関係者の氏名等の特定の個人を識別できるもの

場検証 検証を行った内容、生徒からの及び非違行為の内容、関係者の心情等特定の個人

聴取内容等が記載されている。 を識別することはできないが、公にすることによ

り、なお個人の権利利益を害するおそれがある情

報が含まれていることから、条例第７条第２号本

文に該当し、本号ただし書のいずれにも該当しな

い。よって、当該箇所は不開示が妥当。

１４ ○○講師への 講師に対してなされた、講師 関係者の氏名等特定の個人を識別できるもの及

質問事項につ本人に関する一般的な質問、生び非違行為の内容、関係者の心情等特定の個人を

いて 徒との関係に関する質問等が記識別することはできないが、公にすることにより、

載されている。 なお個人の権利利益を害するおそれがある情報が

含まれていることから、条例第７条第２号本文に

該当し、本号ただし書のいずれにも該当しない。

よって、当該箇所は不開示が妥当。

１５ ○○講師の生 講師と生徒との関係、不適切 被害生徒の氏名等の特定の個人を識別できるも

徒への不適切な指導等の状況に関する生徒への及び非違行為の内容、関係生徒の心情等特定の
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な指導等に関の質問事項等が記載されてい個人を識別することはできないが、公にすること

する質問事項る。 により、なお個人の権利利益を害するおそれがあ

について る情報が含まれていることから、条例第７条第２

（６通） 号本文に該当し、本号ただし書のいずれにも該当

しない。よって、当該箇所は不開示が妥当。

１６ 職員の懲戒処 実施機関から宮崎県人事委員 被処分者の氏名等の特定の個人を識別できる情

分について 会への通知文であり、被処分者報が含まれていることから、条例第７条第２号本

(通知) の氏名・生年月日・住所・学校文に該当し、本号ただし書のいずれにも該当しな

名、処分の内容、処分年月日等い。よって、当該箇所は不開示が妥当。

が記載されている。

Ｈ 23 １７ 平成 23年度 第６回定例教育委員会の会議 非違行為の内容、被害生徒の状況等特定の個人

第 6回教育委録であり、発言した委員の姓・を識別することはできないが、公にすることによ

員会 会議録 職名のほか、被処分者の学校名り、なお個人の権利利益を害するおそれがある情

・勤務状況、非違行為の事実に報が含まれていることから条例第７条第２号本文

関する部分、懲戒処分の量定のに該当する。

判断に伴う意見、質疑応答に関 なお、当該情報は、公になっている事実が認め

する部分等が記載されている。られないことから本号ただし書アに該当せず、公

務員の職務遂行に係る情報であるとは認められな

いことから、同号ただし書ウにも該当しない。

また、懲戒処分の量定の判断等人事管理に関す

る情報が含まれていることから、条例第７条第７

号エに該当する。

そして、このような会議録を公開することで、

率直な意見交換や意思決定の中立性が不当に損な

われると認められることから、記者発表等で公に

なっている部分及び議事進行に係る部分以外は、

条例第７条第６号に該当する。よって、以上の箇

所は不開示が妥当。

１８ 会議出席者 第６回定例教育委員会の開催全部開示

期日・時刻、出席委員の氏名、

参与員の職名等が記載されてい

る。

１９ 会議資料 第６回定例教育委員会の会議 被処分者の氏名等の特定の個人を識別できる情

資料であり、被処分者の氏名・報及び非違行為の内容等特定の個人を識別するこ

所属名・職名、処分案、処分対とはできないが、公にすることにより、なお個人

象となった事実概要等が記載さの権利利益を害するおそれがある情報が含まれて
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れている。 いることから、条例第７条第２号本文に該当し、

本号ただし書のいずれにも該当しない。よって、

当該箇所は不開示が妥当。

２０ 職員の懲戒処 実施機関から所管する教育委 被処分者の氏名等の特定の個人を識別できる情

分について 員会宛の通知文であり、被処分報が含まれていることから、条例第７条第２号本

（通知） 者の氏名・学校名等が記載され文に該当し、本号ただし書のいずれにも該当しな

ている い。よって、当該箇所は不開示が妥当。

２１ 辞令 被処分者に対して交付された 被処分者の氏名等の個人を識別できる情報が含

懲戒処分に係る辞令であり、被まれていることから、条例第７条第２号本文に該

処分者の氏名・学校名、懲戒処当し、本号ただし書のいずれにも該当しない。よ

分の内容等が記載されている。 って、当該箇所は不開示が妥当。

２２ 処分事由 被処分者に交付された処分事 被処分者の氏名等の特定の個人を識別できる情

説明書 由説明書であり、被処分者の氏報及び非違行為の内容等特定の個人を識別するこ

名・学校名、処分事由等が記載とはできないが、公にすることにより、なお個人

されている。 の権利利益を害するおそれがある情報が含まれて

いることから、条例第７条第２号本文に該当し、

本号ただし書のいずれにも該当しない。よって、

当該箇所は不開示が妥当。

２３ ○○の児童生 処分予定者の処分を検討する 講師の氏名等の特定の個人を識別できる情報及

徒へのセクシための資料であり、処分予定者び非違行為の内容、被害生徒の状況等特定の個人

ャル・ハラスの状況、学校情報、事案の概要、を識別することはできないが、公にすることによ

メントに係る処分の考え方等が記載されていり、なお個人の権利利益を害するおそれがある情

処分等（案）る。 報が含まれていることから、条例第７条第２号本

文に該当し、本号ただし書のいずれにも該当しな

い。

また、処分の考え方等人事管理に関する情報が

含まれていることから、条例第７条第７号エに該

当し、以上の箇所は不開示が妥当。

２４ 職員の事故報 所管する教育事務所から実施 講師の氏名等の特定の個人を識別できる情報が

告書について機関宛の進達文書であり、講師含まれていることから、条例第７条第２号本文に

(進達) の氏名、学校名等が記載されて該当し、本号ただし書のいずれにも該当しない。

いる。 よって、当該箇所は不開示が妥当。

２５ 職員の事故に 所管する教育委員会から所管 講師の氏名等の特定の個人を識別できる情報が

ついて(進達) する教育事務所への進達文書で含まれていることから、条例第７条第２号本文に
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あり、講師の氏名・学校名等が該当し、本号ただし書のいずれにも該当しない。

記載されている。 よって、当該箇所は不開示が妥当。

２６ 職員の事故に 学校から所管する教育委員会 講師の氏名等の特定の個人を識別できる情報が

ついて（報告）への報告書であり、講師の氏名含まれていることから、条例第７条第２号本文に

・学校名、事故発生の場所等が該当し、本号ただし書のいずれにも該当しない。

記載されている。 よって、当該箇所は不開示が妥当。

２７ 職員の事故報 事故発生に係る報告書であ 関係者の氏名等の特定の個人を識別できるもの

告書 り、詳細な事故の内容、経緯、及び非違行為の内容、関係生徒の状況等特定の個

校長等の所見等が記載されてい人を識別することはできないが、公にすることに

る。 より、なお個人の権利利益を害するおそれがある

情報が含まれている。よって、条例第７条第２号

本文に該当し、本号ただし書のいずれにも該当し

ない。よって、当該箇所は不開示が妥当。

２８ 事実申立書 講師本人作成の申立書であ 講師の氏名等の特定の個人を識別できるもの及

り、具体的な非違行為の内容、び非違行為の内容、講師の心情等特定の個人を識

心情等が記載されている。 別することはできないが、公にすることにより、

なお個人の権利利益を害するおそれがある情報が

含まれていることから、条例第７条第２号本文に

該当し、本号ただし書のいずれにも該当しない。

よって、当該箇所は不開示が妥当。

２９ 嘆願書 被害生徒の家族から実施機関 家族の氏名、住所等特定の個人を識別できるも

宛の嘆願書であり、家族の氏名、の及び非違行為の内容等特定の個人を識別するこ

住所、嘆願の内容等が記載されとはできないが、公にすることにより、なお個人

ている。 の権利利益を害するおそれがある情報が含まれて

いることから、条例第７条２号本文に該当し、本

号ただし書きのいずれにも該当しない。よって、

当該箇所は不開示が妥当。

３０ 事実確認書 事実申立書の内容に関して講 関係者の氏名等の特定の個人を識別できるもの

師本人に対して聴取した確認内及び非違行為の内容、講師の心情等特定の個人を

容等が詳細に記載されている。 識別することはできないが、公にすることにより、

なお個人の権利利益を害するおそれがある情報が

含まれていることから、条例第７条第２号本文に

該当し、本号ただし書のいずれにも該当しない。

よって、当該箇所は不開示が妥当。
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３１ 職員の懲戒処 実施機関から、所管する教育 所管する教育事務所名を開示することにより、

分について 事務所宛の通知文であり、所管なお個人の権利利益を害するおそれがあることか

（通知） する教育事務所名等が記載されら、条例第７条第２号本文に該当し、本号ただし

ている。 書のいずれにも該当しない。よって、当該箇所は

不開示が妥当である。

H20 ３２ 平成 20年度 第１２回教育委員会の会議録 被処分者氏名等の特定の個人を識別できる情報

第 12回教育 であり、発言した委員の姓・職及び非違行為の内容、被害児童の状況等特定の個

委員会会議録名のほか、被処分者の氏名・勤人を識別することはできないが、公にすることに

務状況、非違行為の事実に関すより、なお個人の権利利益を害するおそれがある

る部分、懲戒処分の量定の判断情報が含まれていることから条例第７条第２号本

に伴う意見、質疑応答に関する文に該当する。

部分等が記載されている。 なお、被処分者氏名等の個人を識別できる情報

は、公になっている事実が認められないことから

本号ただし書アに該当せず、当該非違行為等が公

務員の職務遂行に係る情報であるとは認められな

いことから、同号ただし書ウにも該当しない。

また、懲戒処分の量定の判断等人事管理に関す

る情報が含まれていることから、条例第７条第７

号エに該当する。

そして、このような会議録を公開することで、

率直な意見交換や意思決定の中立性が不当に損な

われると認められることから、記者発表等で公に

なっている部分及び議事進行に係る部分以外は、

条例第７条第６号に該当する。よって、以上の箇

所は不開示が妥当。

３３ 会議出席者 第１２回教育委員会の開催期全部開示

日・時刻、出席委員の氏名、参

与員の職名等が記載されてい

る。

３４ 議題第５５号 第１２回教育委員会の会議資 被処分者の氏名等の特定の個人を識別できる情

教職員の懲戒料であり、被処分者の氏名・学報及び非違行為の内容等特定の個人を識別するこ

処分について校名・職名、措置案、処分対象とはできないが、公にすることにより、なお個人

となった違反概要等が記載されの権利利益を害するおそれがある情報が含まれて

ている。 いることから、条例第７条第２号本文に該当し、

本号ただし書のいずれにも該当しない。よって、

当該箇所は不開示が妥当。
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３５ 職員の懲戒処 実施機関から所管する教育委 被処分者の氏名等の特定の個人を識別できる情

分について 員会宛の通知文であり、教諭の報が含まれていることから、条例第７条第２号本

（通知） 氏名・学校名等が記載されてい文に該当し、本号ただし書のいずれにも該当しな

る。 い。よって、当該箇所は不開示が妥当。

３６ 辞令（案） 被処分者に対して交付された 被処分者の氏名等の特定の個人を識別できる情

懲戒処分に係る辞令であり、被報が含まれていることから、条例第７条第２号本

処分者の氏名、懲戒処分の内容文に該当し、本号ただし書のいずれにも該当しな

等が記載されている。 い。よって、当該箇所は不開示が妥当。

３７ 処分事由 被処分者に交付された処分事 被処分者の氏名等の特定の個人を識別できる情

説明書 由説明書であり、被処分者の氏報及び非違行為の内容等特定の個人を識別するこ

名、処分事由等が記載されていとはできないが、公にすることにより、なお個人

る。 の権利利益を害するおそれがある情報が含まれて

いることから、条例第７条第２号本文に該当し、

本号ただし書のいずれにも該当しない。よって、

当該箇所は不開示が妥当。

３８ ○○の児童生 処分予定者の処分を検討する 教諭の氏名等の特定の個人を識別できる情報及

徒へのセクシ ための資料であり、処分予定者び非違行為の内容、被害児童の状況等特定の個人

ャル・ハラス の状況、学校情報、事案の概要、を識別することはできないが、公にすることによ

メントに係る 処分の考え方等が記載されていり、なお個人の権利利益を害するおそれがある情

処分（案） る。 報が含まれていることから、条例第７条第２号本

文に該当し、本号ただし書のいずれにも該当しな

い。

また、処分の考え方等人事管理に関する情報が

含まれていることから、条例第７条第７号エに該

当し、以上の箇所は不開示が妥当。

３９ 教職員の事故 所管する教育事務所から実施 講師の氏名等の特定の個人を識別できる情報が

報告書につい機関宛の進達文であり、講師の含まれていることから、条例第７条第２号本文に

て(進達) 氏名、学校名等が記載されてい該当し、本号ただし書のいずれにも該当しない。

る。 よって、当該箇所は不開示が妥当。

４０ 職員の事故に 所管する教育委員会から所管 学校名等を開示することにより、なお個人の権

ついて(内申) する教育事務所宛の文書であ利利益を害するおそれがあることから、条例第７

り、学校名等が記載されている。条第２号本文に該当し、本号ただし書のいずれに

も該当しない。よって、当該箇所は不開示が妥当。

４１ 職員の事件に 学校から所管する教育委員会 教諭の氏名等の特定の個人を識別できる情報が
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ついて（報告）宛の報告書であり、教諭の氏名含まれていることから、条例第７条第２号本文に

等が記載されている。 該当し、本号ただし書のいずれにも該当しない。

よって、当該箇所は不開示が妥当。

４２ 職員の事件状 職員の起こした事件の概要、 教諭の氏名等の特定の個人を識別できる情報及

況報告書 加害教諭の状況、被害児童の状び非違行為の内容、被害児童の状況等特定の個人

況、校長等の所見等が記載されを識別することはできないが、公にすることによ

ている。 り、なお個人の権利利益を害するおそれがある情

報が含まれていることから、条例第７条第２号本

文に該当し、本号ただし書のいずれにも該当しな

い。よって、当該箇所は不開示が妥当。

４３ 事実申立書 教諭が自署している申立書で 教諭の氏名等の特定の個人を識別できる情報及

あり、非違行為の内容等が記載び非違行為の内容、教諭の心情等特定の個人を識

されている。 別することはできないが、公にすることにより、

なお個人の権利利益を害するおそれがある情報が

含まれていることから、条例第７条第２号本文に

該当し、本号ただし書のいずれにも該当しない。

よって、当該箇所は不開示が妥当。

４４ 時系列による 事件発覚からの経緯、本人か 関係者の氏名等の特定の個人を識別できるもの

事件のまとめらの聞き取り内容等が時系列で及び非違行為の内容、被害児童の状況等特定の個

記載されている文書である。 人を識別することはできないが、公にすることに

より、なお個人の権利利益を害するおそれがある

情報となっていることから、条例第７条第２号本

文に該当し、本号ただし書のいずれにも該当しな

い。よって、当該箇所は不開示が妥当。

４５ ○○教諭への 教諭本人から聞き取った事件 関係者の氏名等の特定の個人を識別できるもの

聞き取り の詳細な内容、教諭の心情等が及び非違行為の内容、教諭の心情等特定の個人を

記載されている。 識別することはできないが、公にすることにより、

なお個人の権利利益を害するおそれがある情報と

なっていることから、条例第７条第２号本文に該

当し、本号ただし書のいずれにも該当しない。よ

って、当該箇所は不開示が妥当。

４６ 職員の懲戒処 実施機関から所管する教育事 所管する教育事務所名を開示することにより、

分について 務所宛の通知文であり、所管すなお個人の権利利益を害するおそれがあることか

（通知） る教育事務所名等が記載されてら、条例第７条第２号本文に該当し、本号ただし

いる。 書のいずれにも該当しない。よって、当該箇所は
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不開示が妥当である。

４７ 職員の懲戒処 実施機関から宮崎県人事委員 被処分者の氏名等の特定の個人を識別できる情

分について 会宛の通知文であり、被処分者報が含まれていることから、条例第７条第２号本

（通知） の氏名・住所・学校名等が記載文に該当し、本号ただし書のいずれにも該当しな

されている。 い。よって、当該箇所は不開示が妥当。

４８ 職員の懲戒処 実施機関から所管する教育委 被処分者の氏名等の特定の個人を識別できる情

分について 員会宛の通知文であり、被処分報が含まれていることから、条例第７条第２号本

（通知） 者の氏名等が記載されている。 文に該当し、本号ただし書のいずれにも該当しな

い。よって、当該箇所は不開示が妥当

４９ 辞令(案) 被処分者に対して交付された 被処分者の氏名等の特定の個人を識別できる情

懲戒処分に係る辞令であり、被報が含まれていることから、条例第７条第２号本

処分者氏名、懲戒処分の内容等文に該当し、本号ただし書のいずれにも該当しな

が記載されている。 い。よって、当該箇所は不開示が妥当。

５０ 処分事由 被処分者に交付された処分事 被処分者の氏名等の特定の個人を識別できる情

説明書 由説明書であり、被処分者氏名、報及び非違行為の内容等特定の個人を識別するこ

処分事由等が記載されている。とはできないが、公にすることにより、なお個人

の権利利益を害するおそれがある情報が含まれて

いることから、条例第７条第２号本文に該当し、

本号ただし書のいずれにも該当しない。よって、

当該箇所は不開示が妥当。

５１ 職員の懲戒処 実施機関から所管する教育事 所管する教育事務所名を開示することにより、

分について 務所宛の通知文であり、所管すなお個人の権利利益を害するおそれがあることか

（通知） る教育事務所名等が記載されてら、条例第７条第２号本文に該当し、本号ただし

いる。 書きのいずれにも該当しない。よって、当該箇所

は不開示が妥当である。

５２ 職員の懲戒処 実施機関から宮崎県人事委員 被処分者の氏名等の特定の個人を識別できる情

分について 会宛の通知文であり、被処分者報が含まれていることから、条例第７条第２号本

（通知） の氏名・住所・学校名等が記載文に該当し、本号ただし書のいずれにも該当しな

されている。 い。よって、当該箇所は不開示が妥当。

H20 ５３ 平成 20年度 第３回教育委員会の会議録で 被処分者氏名等の特定の個人を識別できる情報

第 3回教育委あり、発言した委員の姓・職名、及び非違行為の内容、被害生徒の状況等特定の個

員会会議録 被処分者の氏名・勤務状況、非人を識別することはできないが、公にすることに

違行為の事実に関する部分、懲より、なお個人の権利利益を害するおそれがある
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戒処分の量定の判断に伴う意情報が含まれていることから条例第７条第２号本

見、質疑応答に関する部分等が文に該当する。

記載されている。 なお、被処分者氏名等の個人を識別できる情報

は、公になっている事実が認められないことから

本号ただし書アに該当せず、当該非違行為等が公

務員の職務遂行に係る情報であるとは認められな

いことから、同号ただし書ウにも該当しない。

また、懲戒処分の量定の判断等人事管理に関す

る情報が含まれていることから、条例第７条第７

号エに該当する。

そして、このような会議録を公開することで、

率直な意見交換や意思決定の中立性が不当に損な

われると認められることから、記者発表等で公に

なっている部分及び議事進行に係る部分以外は、

条例第７条第６号に該当する。よって、以上の箇

所は不開示が妥当。

５４ 会議出席者 第３回教育委員会の開催期日全部開示

・時刻、出席委員の氏名、参与

員の職名等が記載されている。

５５ 議題第１０号 第３回教育委員会の会議資料 被処分者の氏名等の特定の個人を識別できる情

教職員の懲戒であり、被処分者の氏名・学校報及び非違行為の内容等特定の個人を識別するこ

処分について名・職名、措置案、処分対象ととはできないが、公にすることにより、なお個人

なった違反等が記載されていの権利利益を害するおそれがある情報が含まれて

る。 いることから、条例第７条第２号本文に該当し、

本号ただし書のいずれにも該当しない。

よって、当該箇所は不開示が妥当。

５６ 記者発表事項 教職員の懲戒処分に関する記全部開示

者発表事項が記載されている。

５７ 職員の懲戒処 実施機関から学校宛の通知文 被処分者の氏名等の特定の個人を識別できる情

分について であり、被処分者の氏名等が記報が含まれていることから、条例第７条第２号本

(通知) 載されている。 文に該当し、本号ただし書のいずれにも該当しな

い。よって、当該箇所は不開示が妥当。

５８ 辞令（案） 被処分者に対して交付された 被処分者の氏名等の特定の個人を識別できる情

懲戒処分に係る辞令であり、被報が含まれていることから、条例第７条第２号本

処分者氏名、懲戒処分の内容等文に該当し、本号ただし書のいずれにも該当しな
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が記載されている。 い。よって、当該箇所は不開示が妥当。

５９ 処分事由 被処分者に交付された処分事 被処分者の氏名等の特定の個人を識別できる情

説明書 由説明書であり、被処分者氏名、報及び非違行為の内容等特定の個人を識別するこ

処分事由等が記載されている。 とはできないが、公にすることにより、なお個人

の権利利益を害するおそれがある情報が含まれて

いることから、条例第７条第２号本文に該当し、

本号ただし書のいずれにも該当しない。よって、

当該箇所は不開示が妥当。

６０ ○○の生徒へ 処分予定者の処分を検討する 教諭の氏名等の特定の個人を識別できる情報及

のセクシャル・ための資料であり、処分予定者び非違行為の内容、被害生徒の状況等特定の個人

ハラスメントにの状況、学校情報、事案の概要、を識別することはできないが、公にすることによ

係る処分等（案）処分の考え方等が記載されていり、なお個人の権利利益を害するおそれがある情

る。 報が含まれていることから、条例第７条第２号本

文に該当し、本号ただし書のいずれにも該当しな

い。

また、処分の考え方等人事管理に関する情報が

含まれていることから、条例第７条第７号エに該

当し、以上の箇所は不開示が妥当。

６１ 職員事故 学校から実施機関宛の報告書 教諭の氏名等の特定の個人を識別できる情報及

報告書 であり、職員の氏名・年齢、事び教諭の身体の状況等特定の個人を識別すること

故の概要、今後の処置等が記載はできないが、公にすることにより、なお個人の

されている。 権利利益を害するおそれがある情報が含まれてい

ることから、条例第７条第２号本文に該当し、本

号ただし書のいずれにも該当しない。よって、当

該箇所は不開示が妥当。

６２ 事実申立書 教諭が自署している申立書で 教諭の氏名等の特定の個人を識別できる情報及

あり、非違行為の内容等が記載び非違行為の内容、教諭の心情等特定の個人を識

されている。 別することはできないが、公にすることにより、

なお個人の権利利益を害するおそれがある情報が

含まれていることから、条例第７条第２号本文に

該当し、本号ただし書のいずれにも該当しない。

よって、当該箇所は不開示が妥当。

６３ 懲戒処分（○ 懲戒処分の公表について検討 教諭の氏名等の特定の個人を識別できる情報及

○）に係る公表した文書であり、生徒の状況等び非違行為の内容、被害生徒の状況等特定の個人

について が詳しく記載されている。 を識別することはできないが、公にすることによ
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り、なお個人の権利利益を害するおそれがある情

報が含まれていることから、条例第７条第２号本

文に該当し、本号ただし書のいずれにも該当しな

い。よって、当該箇所は不開示が妥当。

６４ 職員の懲戒処 実施機関から宮崎県人事委員 被処分者の氏名等の特定の個人を識別できる情

分について 会宛の通知文であり、非処分者報が含まれていることから、条例第７条第２号本

（通知） の氏名・生年月日・住所・学校文に該当し、本号ただし書のいずれにも該当しな

名等が記載されている。 い。よって、当該箇所は不開示が妥当。


